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ミニ特集

データ関連発明の発明該当性に関する調査・研究

　抄　録　「第４次産業革命」において，IoT（Internet of Things：モノのインターネット）や，AI
（Artificial Intelligence：人工知能）等の革新的技術がますます進展している。このような技術に関連
する例えばAIにおける「学習用プログラム」，「学習用データ」，「学習済みモデル」といった，特許法
上の「プログラム」，及び，「プログラムに準ずるもの」をどのように保護していくかは，出願人にと
って大きな課題であると言える。
　こうした中，特許庁では，平成28年度から，特許・実用新案審査ハンドブックに，データ構造関連
発明等を含む「IoT関連技術等の事例」が追加されてきた。しかしながら，実務上の観点からは多様
性が存在し事例だけでは「発明該当性の境界線」を十分に明確化できているとは言えない状況である。
　そこで当委員会では，データ構造関連発明の判例／出願審査状況の調査・分析を行い，発明該当性
の判断基準や，クレームドラフティングのあり方について検討してきた。以下，その結果について報
告する。

ソフトウェア委員会＊
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1 ．	はじめに

現在，社会を大きく変革しつつある「第４次
産業革命」は，「IoT」や，「AI」を中心とした
技術の革新によって生み出されている。すなわ
ち，「IoT」により実社会の様々な情報を取得し，
収集された「ビッグデータ」を「AI」が自ら
学習し，分析することで，新たな価値を創造す
ることができるようになってきている。この社

会変革の中における競争力確保のためには，知
的財産権の確保がますます重要な役割を担って
くることが予測される。特に，収集される「ビ
ッグデータ」や「3Dプリント用データ」，「AI」
における「学習用プログラム」や「学習用デー
タ」，「学習済みモデル」等の各種データの保護
は，「第４次産業革命」における大きな課題と
言える。
データ関連に関する保護に関し，特許法１）で

は，平成14年４月の特許法改正（平成14年９月
施行）により，法の保護対象である「物」の発
明に「プログラム等」が含まれることが明文化
された（特許法第２条第３項）。ここで「プロ
グラム等」とは，『プログラム（電子計算機に
対する指令であって，一の結果を得ることがで
きるように組み合わされたものをいう。以下こ
の項において同じ。）その他電子計算機による
処理の用に供する情報であってプログラムに準
＊  2017年度　Software Committee
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ずるものをいう。』であると，同条第４項にて
規定されている。また，特許法改正の趣旨，内
容等を解説した平成14年法改正の解説２）におい
て，『「プログラム等」の「等」に相当する部分，
即ち，「電子計算機による処理の用に供する情
報であってプログラムに準ずるもの」に該当す
るものの具体例としては，例えば，特殊なデー
タ構造の採用により可能となった処理方法によ
りコンピュータによる処理効率が飛躍的に高ま
るような場合における，その特殊なデータ構造
を有するデータのように，コンピュータに対す
る直接の指令ではないが，そのデータ自身が有
する構造によりコンピュータによる処理内容が
規定されるようなものが想定される。』と説明
されている。この改正により，「プログラム」だ
けでなく，プログラムに準ずる「構造を有する
データ」または「データ構造」の創作は，特許
法上の「発明」として認められることになった。
さらに，特許・実用新案審査ハンドブック３），４）

の附属書Ｂ2.1.2では，そのような「プログラム
に準ずるデータ構造」について，他のソフトウ
エア関連発明と同様に，データの有する構造が
規定する情報処理がハードウエア資源を用いて
具体的に実現されている場合，いわゆるソフ
ト・ハード協働要件を満たす場合には，「発明」
に該当するとしている。
また特許庁は，平成28年度，第一弾「事例の
追加」（平成28年９月），第二弾「事例の充実化」
（平成29年３月）として，二度に渡って特許・
実用新案審査ハンドブック内に「IoT関連技術
等の事例」を追加した。これにより，末尾が「デ
ータ構造」または「構造を有するデータ」であ
る請求項の具体例および，その具体例に記載さ
れた発明が特許法上の「発明」に該当するか否
かの解説が示された。「IoT関連技術等の事例」
の中の「2．IoT関連技術等に関する主な審査基
準等」の項では，『プログラムに準ずる「構造
を有するデータ」及び「データ構造」は，ソフ

トウエアとして，「発明」に該当するか否か判
断する。』と明記されている。また，ソフトウ
エアの発明の該当性を考える際に重視されてい
るのは，『請求項に係る発明は，全体として自
然法則を利用している』かどうか，つまり『ソ
フトウエアによる情報処理がハードウエア資源
を用いて具体的に実現されている』かどうかで
あると，説明している。さらに，特にデータに
関する発明については，『データが情報の単な
る提示に該当する場合には，「発明」に該当し
ない。』と強調している。加えて，『データのう
ち「構造を有するデータ」及び「データ構造」
については，「プログラムに準ずるもの」』が発
明に該当し得ると示されている。
ところで，特許・実用新案審査ハンドブック

附属書Ｂ第１章では，『情報の提示（提示それ
自体，提示手段，提示方法など）に技術的特徴
があるものは情報の単なる提示にあたらない』
と明示されており，後述する判決においても情
報の記録の仕方それ自体や，記録手段及び記録
方法等に技術的特徴がある情報には発明の該当
性が認められている。しかしながら，現状この
ような事例についての審査ガイドラインの明文
化はなされておらず，不明瞭な部分が残されて
いる。また，その他事例についても，代表的な
事例が記載されているだけであるため実務上は
不明瞭な部分が残されている。例えば，特許・
実用新案審査ハンドブック附属書Ｂ事例２－８
において『データ構造が規定する情報処理が何
ら記載されていないため，当該請求項に係るデ
ータ構造は，プログラムに準ずるデータ構造と
はいえない。』と明記されているが，何かしら
の処理が記載されているといえるためにはどの
程度の記載までが必要とされるかは明確にはな
っていない状況である。そのため，特許法上保
護されるデータとはどのようなもので，権利取
得のためにはどのような記載が適しているの
か，など実務上必要とされる発明該当性の境界
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線については未だ研究の余地が残されている。
そこで当委員会では，データ関連発明の発明
該当性とクレームドラフティングのあり方を明
確化することを目的として，現存するデータ関
連発明の判例と審査状況との調査，および研究
を行った。

2 ．	審査基準と判例

2．1　審査基準

以下では，発明に該当しない「データ」と，
プログラムに準ずる「データ構造」および「構
造を有するデータ」のそれぞれについて，特許・
実用新案審査ハンドブック附属書Ａ・Ｂに記載
された審査事例のうち，データ関連発明の発明
該当性に関する審査事例（７事例。表１参照。）
を紹介する。

（1）発明に該当しない「データ」
審査基準では，発明に該当しないものの類型
として，「情報の単なる提示（提示される情報
の内容にのみ特徴を有するものであって，情報
の提示を主たる目的とするもの）」が挙げられ
ている。すなわち，請求項に係る「データ」が，
その内容にのみ特徴を有するものであって，情
報の提示を主たる目的とする場合は，発明に該
当しないものとされている。これに対し，特許・
実用新案審査ハンドブックの附属書Ａでは，事

例３－２の請求項１「…携帯型のリンゴ用糖度
センサにより計測された，果樹に実った収穫前
のリンゴの糖度データ。」，および事例３－３の
請求項１「…，造形される人形の３次元形状及
び色調を含むことを特徴とする人形の３Ｄ造形
用データ。」をいずれも情報の単なる提示であ
り，発明に該当しないとした事例として取り上
げている。ここで，事例３－２では，「情報の
提示に技術的特徴を有しておらず，」との説明
がされている。また，事例３－３でも，「３Ｄ
造形装置の制御部への読み込まれる手段や方法
に何ら技術的特徴をもたらすものではなく，」
との説明がされており，いずれも，「糖度データ」
「３Ｄ造形用データ」という情報の提示に技術
的特徴がない旨も，情報の単なる提示であると
判断される理由として説明されている。
しかしながら，「データ」の発明すべてにつ
いて，発明該当性が否定されるわけではなく，
以下で示すプログラムに準ずる「データ構造」
または「構造を有するデータ」，あるいは「情
報の提示（提示それ自体，提示手段，提示方法等）
に技術的特徴がある」場合等については，発明
該当性を満たすモノとして審査がなされる。

（2）�プログラムに準ずる「データ構造」およ
び「構造を有するデータ」

特許・実用新案審査ハンドブックの附属書Ｂ
では，「データ構造」とは「データ要素間の相

表１　データ関連発明の発明該当性に関する審査事例一覧

発明の名称 関連技術 審査ハンドブック掲載箇所
リンゴの糖度データ及びリンゴの糖度データの予測方法 IoT，AI 事例３－２（附属書Ａ）
人形の３D造形用データ及び人形の３D造形方法 ３Dプリンティング 事例３－３（附属書Ａ）
コンテンツデータのデータ構造 画像分野 事例２－８（附属書Ｂ）
木構造を有するエリア管理データ IoT 事例２－11（附属書Ｂ）
暗号化されたパッケージファイルのデータ構造 IoT 事例２－12（附属書Ｂ）
音声対話システムの対話シナリオのデータ構造 AI 事例２－13（附属書Ｂ）
３Ｄ造形用データ ３Dプリンティング 事例２－15（附属書Ｂ）
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互関係で表される，データの有する論理的構造
をいう。」と説明されている。また，「構造を有
するデータ」とは，「データ要素間の相互関係
で表される論理的構造を有するデータをいう。」
と説明されている。また，「プログラムに準ず
るもの」とは「コンピュータに対する直接の指
令ではないためプログラムとは呼べないが，コ
ンピュータの処理を規定するものという点でプ
ログラムに類似する性質を有するものをいう。」
と説明されており，その例としてデータ構造が
挙げられている。こうした用語の説明を踏まえ，
「データ構造」および「構造を有するデータ」
がプログラムに準ずるものとして扱われる際の
判断手法として以下の流れが説明されている。
・ プログラムに準ずるもの，すなわち，データ
の有する構造がコンピュータの処理を規定す
るものという点でプログラムに類似する性質
を有するものであるか否か。
・ プログラムに準ずるものである場合はソフト
ウエアであるとして，「自然法則を利用した
技術的思想の創作」に該当するか否か，すな
わち，データの有する構造が規定する情報処
理が，ハードウエア資源を用いて具体的に実
現されているか否か（いわゆるソフト・ハー
ド協働要件を満たすか否か）。
表１に示す事例のうち，事例２－11～13，15
は，上記の判断手法に基づき，「データ構造」
および「構造を有するデータ」が「プログラム
に準ずる」ものであり，また，いわゆるソフト・
ハード協働要件を満たすものとして，いずれも
発明に該当すると判断されている。とくに，事
例２－15は，前述の情報の単なる提示として判
断される事例３－３と同様に，「３Ｄ造形用デ
ータ」の発明であるが，その請求項１の記載内
容から，「…データに基づく造形後，次の造形
に用いられるデータを記憶部から取得するとい
う，制御部による情報処理を可能とする構造を
有するデータであるといえる。よって，当該３

Ｄ造形用データは，そのデータ自身が有する構
造により，制御部による情報処理を規定すると
いう点でプログラムに類似する性質を有するか
ら，プログラムに準ずる構造を有するデータ（ソ
フトウエア）である。」として，上記判断手法
に基づく判断の結果，発明に該当すると説明が
なされている。

2．2　データ関連発明に関する判決

本項では，「抽象的な概念ないし人為的な取
り決め」，ならびに，「情報の単なる提示」に該
当するか否かをそれぞれの争点として，発明該
当性が争われた裁判例を紹介する。

（1）知識ベース事件
本判決は「知識ベースシステム」の出願の拒

絶査定不服審判の拒絶の審決に対する審決取消
訴訟であって，システム全体の技術的意義が抽
象的な概念ないし人為的な取決めの域を超えて
いるか否かを争点として，その発明該当性が争
われた。
【拒絶査定不服審判の審決取消訴訟】
・ 事件番号：平成26年（行ケ）第10014号
・ 出願番号：特願2011 -263928号
・ 発明の名称：知識ベースシステム，論理演
算方法，プログラム，及び記録媒体
本事件は，補正を伴う拒絶査定不服審判の審
決に対して，その取消しを求めたものである。
事件の争点は，本件補正発明（本件補正後の
請求項26に係る発明）における発明該当性に係
る判断の誤り（取消事由１）である。同様に，
本願発明（本件補正前の請求項26に係る発明）
の発明該当性に係る判断の誤り（取消事由２）
があったかについても争われた。なお，本件に
おける補正は，知識ベースについて「コンピュ
ータによる論理演算の対象となる」という限定
事項の追加のみである。
裁判所は，「本件補正発明については，そも
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そも前提としている課題の位置付けが必ずしも
明らかではなく，技術的手段の構成としても，
専ら概念の整理，データベース等の構造の定義
という抽象的な概念ないしそれに基づく人為的
な取決めに止まるものであり，導かれる効果に
ついてみても，自ら定義した構造でデータを保
持するという本件補正発明の技術的手段の構成
以上の意味は示されていない。また，その構成
のうち，コンピュータ等を利用する部分につい
てみても，単に一般的なコンピュータ等の機能
を利用するという程度の内容に止まっている。
そうすると，本件補正発明の技術的意義として
は，専ら概念の整理，データベース等の構造の
定義という抽象的な概念ないし人為的な取決め
の域を出ないものであって，全体としてみて，
「自然法則を利用した」技術的思想の創作に該
当するとは認められない。」として，本件補正
発明に対する原告の請求は棄却された。
なお，関連発明として，本願の原出願（特願
2010 -541357号）は，特許第4829381号として登
録になっている。また，原出願を基礎として分
割出願が２件行われており，それぞれ特許第
4865925号，特許第4891460号として登録となっ
ている。特許になったいずれの３件も，「知識
ベースシステム」の請求項は，「検索部」を備
えたものとされている。
この「検索部」には，対象となるデータ又は
識別子を取得すること，そして，どのような条
件を満たすとそのデータ又は識別子を取得する
か，という点が具体的に記載されている。した
がって，上記関連発明では，解決しようとする
課題に対する解決手段が，ソフトウエアによる
情報処理のハードウエア資源を用いて具体的に
実現された，いわゆるハードウエアとソフトウ
エアの協働要件を満たしながら具体的に示され
ている。その結果，抽象的な概念ないし人為的
な取り決めではなく，「自然法則を利用した」
技術的思想の創作と認められ，発明該当性を満

たす，と判断がなされたものと考えられる。
一方，「検索部」およびその具体的構成を備

えていない本件補正発明は，その他にも解決し
ようとする課題や特徴的な技術的手段が明確に
記載されておらず，結果として抽象的な概念な
いし人為的な取り決めの域を出ないものとして
発明該当性が否定されている。

（2）カラオケビデオ事件
本判決は「ビデオ記録媒体」の出願の拒絶査

定不服審判の拒絶の審決に対する審決取消訴訟
であって，「コンピュータプログラムを記録した
記録媒体」が「情報の単なる提示」であるかの
解釈を争点として，その発明該当性が争われた。
【拒絶査定不服審判の審決取消訴訟】
・事件番号：平9（行ケ）206号
・出願番号：特願平2 -330750号
・発明の名称：ビデオ記録媒体
事件の争点は，情報の単なる提示に該当する

か否かであって，本件特許出願の請求項のうち，
「前記文字情報のうちの前記音声情報の進行に
伴った歌うべき文字の色を上記文字情報に着色
を行う色調変化器によって異ならしめて記録し
たことを特徴とする」の解釈が争われた。
その中で，裁判所は，情報の提示に技術的特

徴があるものは発明に該当するとする審査基準
の考え方を支持しながら，「記録媒体における
「情報の提示（提示それ自体，提示手段，提示
方法など）に技術的特徴があるもの」とは，情
報の記録の仕方それ自体や，記録手段及び記録
方法等に技術的特徴があることから，その結果
として，提供された情報にその特徴が反映され
たものといわなければならない。」との見解を
示した。そして，「歌うべき歌詞を文字として
記録するようにし，しかも，その文字のうち現
に歌うべき文字を他の文字と区別できるように
色を変化させて記録するという構成を採用し，
これに相当する結果を提供する以上，本願発明
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は，文字に関する「情報の提示」に技術的特徴
を有するものといわなければならない。」とし
て，当該発明の該当性を認めた。
カラオケビデオ事件における判決を踏まえる

と，必ずしも利用時における具体的な処理の記
載は必要ではなく，「生成時における具体的な
処理等によって利用時の技術的特徴が表現され
るもの」であれば特許性を有するものと考えら
れる。

3 ．	現行特許の調査・分析

3．1　調査結果

（1）調査対象
特許情報プラットホーム（J -PlatPat）の特
許検索機能を用いて，登録日が2012年１月１日
～2016年12月31日の特許公報と，拒絶査定日が
2012年１月１日～2016年12月31日の公開公報に
おけるデータ構造に関する請求項（請求項の末
尾が「データ構造」，「データ記録媒体」，「デー
タストリーム」や「データベース」であるもの）
を抽出し，調査対象とした。
そして，請求項の記載方法に着目し，柱書許

可分と，柱書違反分とをそれぞれ下記の６パタ
ーンに分類した。
なお，柱書許可・柱書違反とは，特許法第29

条第１項柱書（以下，単に柱書という場合があ
る）に規定する要件を満たしたものか否かを基
準として振り分けている。

（2）調査分類
１）パターンＡ（構造を有するデータ）
パターンＡは，ハードウエア資源（例えば，

コンピュータなど）による情報を用いた利用時
の処理が具体的に記載されているものを，利用
時の処理主体としてハードウエア資源が明確に
記載されているか否かで振り分け，以下の分類
に基づき抽出した。

パターンＡ－１：ハードウエア資源による情
報を用いた利用時の処理がハードウエア資源と
共に具体的に記載されているもの。
ここで，「処理が具体的に記載されている」

とは，少なくとも「○○に応じて」や，「○○
に基づいて」，あるいはこれらに準ずる記載が
なされているものを抽出対象とした。
パターンＡ－２：利用時の処理主体としてハ

ードウエア資源が明確に記載されていないもの
の，請求項のプリアンブルや明細書の記載から
処理主体が暗に読み取れるもの。
例えば，「ａデータと，ｂデータと，を含む

データ構造であって，（コンピュータが），ａデ
ータが示す情報に従い，ｂデータを用いて○○
処理を行うデータ構造。」のように記載された
請求項がパターンＡ－２に該当する。
２） パターンＢ（情報の提示に技術的特徴を有
するデータ）
パターンＢは，「単なる情報の提示」とはな
らず，情報の提示に技術的特徴を有する発明（2．
2（2）　カラオケビデオ事件参照）を抽出する
目的で，ハードウエア資源による利用時に特徴
の表現される情報生成時の処理が具体的に記載
されているものを，利用時の処理主体としてハ
ードウエア資源が明確に記載されているか否か
で振り分け，以下の分類に基づき抽出した。
パターンＢ－１：ハードウエア資源による情
報を用いた利用時の処理の具体的な記載がな
く，利用時に特徴の表現される情報生成時の処
理がハードウエア資源と共に具体的に記載され
ているもの。
パターンＢ－２：利用時に特徴の表現される
情報生成時の処理主体としてハードウエア資源
が明確に記載されていないものの，請求項のプ
リアンブルや明細書の記載から処理主体が暗に
読み取れるもの。
例えば，「○○処理により生成されるａデー
タと，△△処理により生成されるｂデータと，
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□□処理により生成されるｃデータと，を含む
データ構造。」のように記載された請求項がパ
ターンＢ－２に該当する。
３）パターンＣ（処理が不明確な案件）
技術的特徴を有する処理に関する具体的な記
載がなく情報のみで構成されているものの，間
接的に処理が読み取れるもの。
例えば，「ａデータと，ｂデータと，ｃデー
タと，を含むデータ構造。」のように記載され
た請求項が該当する。
４）パターンＤ（その他）
上記パターンＡ～パターンＣの何れにも該当
しないもの。

（3）調査結果
記載方法の違いにより，柱書に規定する要件，

すなわち発明該当性の要件を満たすか否かの判
断に異なる傾向があることが分かった。図１は，
記載方法の違いによる柱書許可率の比較を示す
グラフである。また，図２と図３は，それぞれ
柱書許可分と柱書違反分の記載方法の内訳を示
すグラフである。さらに，表２は，分類結果を
より詳細に分析するために，パターンＡ－１か
らパターンＤそれぞれについて，後述する４つ
のフラグを付与した結果を示す表である。なお，
各フラグの説明については後述する。
各分類における柱書許可率は，図１より，処

理主体としてハードウエア資源が明確に記載さ
れているパターンＡ－１とパターンＢ－１の柱
書許可率が最も高く，次いで，処理主体として
ハードウエア資源が明確に記載されていないも
のの，請求項のプリアンブルや明細書の記載か

図１　記載方法の違いによる柱書許可率の比較

図２　柱書許可内訳 図３　柱書違反内訳

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



知　財　管　理　Vol. 68　No. 10　20181364

ら処理主体が暗に読み取れるパターンＡ－２や
パターンＢ－２の柱書許可率が高くなっている
ことが分かる。
また，パターンＢの柱書許可率からは，利用

時の処理だけではなく，情報生成時の処理のみ
が記載された請求項であっても発明該当性の要
件を満たすと判断されている。
さらに，パターンＣのように技術的特徴を有
する処理に関する具体的な記載まではなくとも
間接的に処理が読み取れるような案件について
は，多くが発明該当性の要件を満たすと判断さ
れていることが分かる。
一方で，パターンＤに分類されたパターンＡ
～Ｃに該当せず処理が直接的・間接的にも読み
取れなかったものは，柱書違反分全体の８割を
占めており，パターンＤに分類された半数以上
のものが発明該当性の要件を満たさないと判断
されている。
表２においてフラグ１は，他のカテゴリ（例
えば，装置，方法など）の請求項を引用して処
理が記載された発明に付与を行った。例えば，
「請求項１に記載の○○装置に用いられるデー
タ構造。」のように記載された請求項などが該

当する。
フラグ２は，具体的処理が情報に係り受けで

記載された発明に付与を行った。具体的には，
特許・実用新案審査ハンドブック附属書Ｂ第１
章　事例２－８の【請求項４】のように処理が
独立して記載されたものではなく，【請求項３】
「前記画像データの前記表示部による表示後，
前記他のコンテンツデータを前記制御部が前記
記憶部から取得する処理に用いられる，次コン
テンツIDと，」
のように具体的処理が情報に係り受け形式で記
載されたものである。
フラグ３は，処理主体としてハードウエアが

プリアンブルのみに記載された発明に付与を行
った。例えば，「○○装置に用いられるデータ
構造であって，ａデータと，ｂデータとを含む
データ構造。」のように記載された請求項など
が該当する。
フラグ４は，情報生成時の処理とそれによっ

て生成された情報の利用時の処理とを両方記載
された発明に付与を行った。例えば，「ａデー
タは△△で符号化され，…，○○装置は，ｂデ
ータに基づいて前記ａデータを復号するデータ

表２　詳細分析結果

フラグ１：他のカテ
ゴリの請求項を引用

フラグ２：具体的処
理が情報に係り受け
で記載

フラグ３：処理主体
がプリアンブルのみ
に記載

フラグ４：生成時利
用時処理の混在

柱書許可

A－１ 13 9 0 4
A－２ 1 1 7 0
B－１ 3 1 0 0
B－２ 4 4 3 0
C 2 0 10 0
D 6 0 7 0

柱書違反

A－１ 1 0 0 0
A－２ 0 0 1 0
B－１ 0 0 0 0
B－２ 0 1 0 0
C 0 0 0 0
D 8 0 4 0
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構造。」のように記載された請求項などが該当
する。

3．2　構造を有するデータの事例紹介

（1）パターンＡ－１
「ハードウエア資源による情報を用いた利用
時の処理が具体的に記載されているもの」の代
表的な事例としては，以下のような請求項が挙
げられる。
特許第5292149号
「【請求項10】画像のデータと，前記画像のう
ちズームアップすべき対象を表す特定領域のデ
ータと，前記特定領域と画面に映る領域との位
置関係に対して設定した誘導条件と，を対応づ
け，メモリから読み出されることにより，コン
ピュータが，前記画像を表示装置に表示し，ユ
ーザから受け付けた，画像平面および画像平面
からの距離によって定義される仮想空間におけ
る視点の移動要求によって，前記位置関係が前
記誘導条件を満たすとき，前記視点に水平方向
の動きを加えることにより画面に映る領域を前
記特定領域の方向へ誘導することを特徴とする
コンテンツファイルのデータ構造。」
出願時の請求項は，特許・実用新案審査ハン
ドブック附属書Ｂ第１章　コンピュータソフト
ウエア関連発明の事例２－８の請求項１と同様
に，「画像のデータ」，「前記画像のうちズーム
アップすべき対象を表す特定領域のデータ」，
「前記特定領域と画面に映る領域との位置関係
に対して設定した誘導条件」という「コンテン
ツファイル」が含むデータ要素の内容を定義し，
それぞれのデータ要素が「対応づけ」られてい
ることを記載したものに過ぎず，審査において，
情報の単なる提示にあたるとして，29条１項柱
書違反の拒絶理由を通知された。そこで，出願
人は，ハードウエア資源による情報を用いた利
用時の具体的処理を追記する補正（「メモリか
ら」以降，「誘導すること」まで）を行っている。

すなわち，コンピュータがメモリからデータを
読み出し，ユーザの要求とデータとの関係から
条件を満たす場合に特定の処理（この事例では
誘導）を実行するという，ハードウエアによる
情報の利用について明記した。補正後の請求項
は，特許・実用新案審査ハンドブック附属書Ｂ
第１章事例２－８の請求項４と同様の形であ
る。この補正によって「発明」の該当性を認め
られ特許査定となっている。
なお，表２におけるフラグ２のデータに示す

通り，特許・実用新案審査ハンドブック附属書
Ｂ第１章事例２－８の請求項３のように，デー
タが用いられる処理をデータの修飾として記載
する形もいくつかみられたが，記載の違いに拠
る柱書許可率の差はみられなかった。なお，「2．
２（1）　知識ベース事件」の関連案件として紹
介した特許第4829381号，特許第4865925号，特
許第4891460号は，いずれもパターンＡ－１に
分類される記載がなされている。

（2）パターンＡ－２
「利用時の処理主体としてハードウエア資源
が明確に記載されていないものの，明細書やプ
リアンブルの記載から処理主体が暗に読み取れ
るもの」の代表的な事例としては，以下のよう
な請求項が挙げられる。
特許第5531649号
「【請求項１】記録媒体に記録され，ナビゲー
ション機能を有するナビゲーション装置によっ
て各種処理に利用される地図データであり，道
路がリンク単位で表され，同一属性の連続する
複数のリンクがリンク列として規定された地図
データであって，同一属性の複数のリンクにつ
いては複数箇所に離れずに同一のリンク列に規
定されており，前記リンク列に含まれるリンク
の数量を示す固定長のリンク列情報を順に並べ
て格納されるリンク列情報リストと，前記リン
ク列に対応する道路に関する情報を示す可変長
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の道路情報のデータを，対応する前記リンク列
情報が前記リンク列情報リストに格納される順
に並べて格納される道路情報リストと，前記道
路情報リストに格納される前記道路情報のデー
タの位置を示す固定長のオフセット情報を，対
応する前記リンク列情報が前記リンク列情報リ
ストに格納される順に並べて格納されるオフセ
ット情報リストと，を備え，前記リンク列情報
リストから前記リンク列情報を取得し，前記リ
ンク列情報に対応するオフセット情報を前記オ
フセット情報リストから取得し，前記オフセッ
ト情報に基づいて前記道路情報リストに格納さ
れている前記道路情報のデータの位置を特定し
て取得可能であることを特徴とする地図デー
タ。」
上記事例の請求項では，「前記リンク列情報

リストから前記リンク列情報を取得し，前記リ
ンク列情報に対応するオフセット情報を前記オ
フセット情報リストから取得し，前記オフセッ
ト情報に基づいて前記道路情報リストに格納さ
れている前記道路情報のデータの位置を特定し
て取得可能である」との記載から，地図データ
の要素をどのように処理するのかについて記載
されているものの，その処理主体が明記されて
いない。しかしながら，プリアンブル部分にナ
ビゲーション装置が地図データを用いることが
記載されていることから，本事例の地図データ
の処理主体がナビゲーション装置であることが
読み取ることができる。このようにプリアンブ
ルに処理主体が記載された発明はパターンＡ－
２に多くみられ，フラグ３を付与している。
図１に示す分類結果では，パターンＡ－２と

して分類された件はパターンＡ－１として分類
された件よりも柱書許可率が低くなった。これ
は，パターンＡ－１では明確に処理主体が記載
されており協働要件の判断の際に解釈の争いが
生じ難いことに対して，パターンＡ－２では，
処理主体の有無が具体的な処理の解釈に影響す

るためであると考えられる。

3．3　技術的特徴を有するデータの事例紹介

（1）パターンＢ－１
「ハードウエア資源による情報を用いた利用
時の処理の具体的な記載がなく，利用時に特徴
の表現される情報生成時の処理がハードウエア
資源と共に具体的に記載されているもの」の代
表的な事例としては，以下のような請求項が挙
げられる。
特許第5723472号
「【請求項５】入力情報受付部と，アンカー生
成部と，ハイパーリンク生成部とを有するデー
タリンク生成装置によって生成される電子ファ
イルのデータリンク構造であって，前記データ
リンク構造には，前記電子ファイル内，または
外部の所定の場所を示すアンカー情報と，前記
アンカー情報が示す場所を参照するハイパーリ
ンク情報とが含まれており，前記アンカー情報
および前記ハイパーリンク情報は，ユーザから
のアンカー情報生成指示を前記入力情報受付部
により受け付けると，前記アンカー生成部によ
ってアンカーの位置および前記アンカーの名称
を示す情報が生成され，前記ユーザからのハイ
パーリンク情報生成指示を前記入力情報受付部
により受け付けると，前記ハイパーリンク生成
部によって前記ハイパーリンクを前記電子ファ
イル内の所定の領域に生成されるものであり，
前記アンカーの名称は，前記電子ファイルのト
ップページを起点として挿入されている順序で
のソートおよび前記アンカーの名称の順序での
ソートに関わらず，同一の順番となるように階
層化されて生成されることを特徴とするデータ
リンク構造。」
上記事例の請求項では，利用時の処理の具体
的な記載はないものの，「データリンク生成装
置」による，電子ファイルの表示時に特徴の表
現される「ハイパーリンク情報」，および「ア
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ンカー情報」の生成時の処理が記載されている。
すなわち，利用時に特徴の表現される情報生成
時の処理が記載されているといえる。

（2）パターンＢ－２
「利用時に特徴の表現される情報生成時の処
理主体としてハードウエア資源が明確に記載さ
れていないものの，請求項のプリアンブルや明
細書の記載から処理主体が暗に読み取れるも
の」の代表的な事例としては，以下のような請
求項が挙げられる。
特許第5903758号
「【請求項９】オーディオ信号の特性を分析し，
予め定められた互いに異なる線形関数または非
線形関数に基づいて，それぞれ前記オーディオ
信号を振幅変換し，互いに異なる複数の関数に
基づいて振幅変換された複数の信号のそれぞれ
に対して，前記オーディオ信号の特性の分析結
果の値が小さいほど，前記互いに異なる複数の
関数のうちのより急峻に変化する関数の重みが
より大きくなるように，前記分析結果に基づい
て重みを乗算し，前記重みが乗算された複数の
前記信号を加算することで得られた出力信号が
記録されたデータ記録媒体。」
上記事例の請求項では，利用時の処理の具体
的な記載はないものの，オーディオ信号の再生
時に特徴の表現される出力信号の生成時の処理
が記載されているといえる。すなわち，オーデ
ィオ信号の再生というデータの利用時に特徴の
表現される情報生成時の処理が記載されている
といえる。そして，上記事例の請求項では，そ
の処理主体が明記されていないが，他の請求項
や，明細書の記載から「（オーディオ）信号処
理装置」が処理主体であることが読み取ること
ができる。
上記パターンＢの２つの事例では，生成時の

みの記載がなされている特許については，生成
された情報を用いた利用時の処理が間接的に読

み取れるといった表裏一体の関係性があること
がみてとれる。このことから生成時の処理のみ
で利用時の処理が一意に定まるのであれば必ず
しも利用時の処理まで記載する必要はないと考
えられる。一方で，生成時の処理のみの記載で
は利用時における技術的特徴が特定しづらく，
情報の単なる提示とみなされ発明該当性を否定
される可能性も考えられる。そのため，特許請
求の範囲を生成時の処理のみの記載とすること
なく利用時の処理も記載したり，明細書や意見
書での明確化を十分に考慮したりする必要があ
ると考えられる。

3．4　考　　察

（1）パターンＡ，Ｂ
構造を有するデータや情報の提示に技術的特
徴を有するデータとみなして分類を行ったパタ
ーンＡ，Ｂの中でも処理主体の明確化により柱
書許可率の違いに差がみられた。すなわち，特
許請求の範囲に「情報を用いた利用時の処理」，
又は「情報を用いた生成時の処理」の主体を明
示的に記載するか否かにより同様の傾向が現れ
ており，記載の仕方によって発明該当性に影響
を及ぼす可能性があることがわかった。具体的
には特許請求の範囲に処理の主体が明示的に記
載されていない場合の柱書許可率は約85％程度
であるのに対し，処理の主体が明確に記載され
ている場合の柱書許可率はより高く，ほぼ100
％が発明該当性を認められているという結果と
なった。このことから発明該当性を確実に満た
すためには請求項に処理の主体を明示しておく
ことが好ましいことがわかる。

（2）パターンＣ
処理が明確に記載されておらず間接的に処理
が読み取れたものとして分類を行ったパターン
Ｃの柱書許可率はＡ，Ｂに次いで高く約80％で
あった。パターンＣに分類した案件としてはた
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とえば以下のような請求項が挙げられる。
特許第5842508号
「生産ラインのシミュレーションに用いられ
るデータの構造であって，シミュレーション対
象の３次元画像を特定する３次元画像データ
と，前記シミュレーション対象を識別するデー
タである識別データと，前記シミュレーション
の実行時に表示される表示用テクスチャのデー
タと，を備え，前記識別データは，前記３次元
画像に対して描かれる２次元画像のデータとし
て指定されており，前記表示用テクスチャのデ
ータは，前記識別データに対応する前記２次元
画像の上に重ねて描かれる画像のデータとして
指定されていることを特徴とするデータ構造。」
本件を用いてパターンＣに分類した発明を具
体的に説明すると，前段部分で「３次元画像デ
ータ」，「識別データ」，「表示用テクスチャのデ
ータ」といったデータ構造を構成するデータ要
素について記載し，続けてデータ要素間の相互
関係を記載した形式となる。このように，パタ
ーンＣに分類した案件は，請求項にはハードウ
エアがどのような処理を行うかについて明示的
な記載はなされていない。しかし，データ構造
を構成するデータ要素間の相互関係の記載から
間接的ではあるがハードウエアの行う処理が読
み取れることを前提として発明該当性を満たし
たものと考えられる。

（3）パターンＤ
上述したパターンＡ～Ｃのいずれにも分類さ
れないパターンＤの柱書許可率は最も低く約45
％であった。パターンＤに分類した発明の多く
は，請求項にデータの要素としての複数の情報
は記載されているものの，それら情報を用いた
処理もデータ要素（情報）間の相互関係も記載
されておらず，請求項のみからは間接的にも処
理が読み取れないものとなっている。これらの
発明については明細書等の記載を参酌すること

により具体的な処理を認定し，発明該当性を満
たしたのではないかと考えられる。このように
請求項のみから間接的にも処理が読み取れない
発明については，発明該当性が認められた率も
低く，かつ，発明の要旨認定は原則として請求
項の記載に基づいてなされるべきことを考慮す
ると極力このような記載は避けるべきである。

（4）その他
表２のフラグ１で示すように他請求項を引用

することで処理を記載した発明は約75％が柱書
を許可されている。このことから，処理を独立
して記載せずとも他の請求項の引用により処理
が明確となれば，発明の該当性を認められる可
能性は高いと考えられる。処理を明確化するう
えで一つの有用な手段と言えるであろう。一方，
引用することで引用先と権利範囲が重複し，デ
ータとしての独立権利ではなくなってしまう可
能性もあるため，不要な限定要件が構成に入ら
ないよう十分に注意が必要である。
特許・実用新案審査ハンドブック附属書Ｂの

事例２－８にみられるような具体的な処理を独
立して記載するか又は情報に係り受けさせて記
載するか（フラグ２参照）については，それぞ
れの許可率に大きな差異はみられなかった。ど
ちらの記載方法を用いても権利解釈に相違は生
じないものと考えていいだろう。
次に，フラグ３に示すように処理主体がプリ

アンブルにのみ記載されている発明は約85％が
柱書許可となっていた。このような記載は，プ
リアンブルから間接的にコンピュータによる処
理を読み取ることができ，発明該当性を満たせ
る可能性は高いものと考えられる。一方で，処
理の記載だけみれば人が介在する処理と読み取
ることができるため，その場合には自然法則を
用いた処理とはいえなくなり，発明該当性を否
定されることとなる。そうした解釈の争いを避
けて，安定的な権利を構築するためにはこのよ
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うな記載方法は好ましいものとはいえないであ
ろう。

4 ．	総　　括

以上，データ構造を含むデータ関連特許の請
求項の記載を分析することにより，これらの発
明が発明該当性を満たすためにはどのような記
載とすべきかを明らかにすべく研究を行った。
本研究結果が請求項を記載する際の一助になれ
ば幸いである。
なお，本研究は，請求項における処理の記載
の有無と書き方の違いによる発明の該当性を明
らかにするため現存特許の調査を行った。研究
の結果，パターンＣとして分類した間接的に処
理が読み取れる発明の柱書許可率が80％以上と
高かったことは非常に興味深い結果である。し
かしながら，依然としてデータ関連発明の発明
該当性には不明確な部分も残されており，発明

に該当するデータとはどのようなものか，どの
程度の記載でそれを満たすことができるのか等
を明確化するべく，今後の研究課題としたい。

注　記

 1） 工業所有権法（産業財産権法）逐条解説〔第20版〕
  https://www.jpo.go.jp/shiryou/hourei/kakokai/

pdf/cikujyoukaisetu20/tokkyo_all.pdf
 2） 産業財産権法（工業所有権法）の解説　平成14

年法律改正（平成14年法律第24号）
  https://www.jpo.go.jp/shiryou/hourei/kakokai/

pdf/h14_kaisei/h14_kaisei_1.pdf
 3） 特許・実用新案審査ハンドブック附属書Ａ
  https://www.jpo.go.jp/shiryou/kijun/kijun2/

pdf/handbook_shinsa_h27/app_a.pdf
 4） 特許・実用新案審査ハンドブック附属書Ｂ
  https://www.jpo.go.jp/shiryou/kijun/kijun2/

pdf/handbook_shinsa_h27/app_b.pdf
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